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■10群（集積回路）- 7編（モノリシックマイクロ波集積回路） 

4 章 高集積 MMIC 技術 
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■10群 - 7編 - 4章 

4-1 通信用 MMIC 
（執筆者：西川健二郎）[2009 年 9 月 受領] 

4-1-1 通信用 MMIC開発の技術変遷 

 MMIC は 1980 年代に米国において主に軍用レーダ向けに開発が活発化し，実用化された．

この動きに刺激され，欧州，日本においても MMIC の開発が進展してきた．1980 年代から

1990 年代前半は低歩留まり，高価であることから日本においては主に衛星通信用の MMIC
が開発された．その後，衛星放送受信用 MMIC，地上におけるマイクロ波中継回線用 MMIC
と開発が進められた．当初は増幅器，周波数変換器など一つないしは二つの機能回路を一つ

の MMIC 上に実現する構成となっており，一つの通信システムを実現するには複数の MMIC
を実装し，モジュール化する必要があった．MMIC は GaAs などの化合物半導体で実現され

るため，低コスト化，民生化のためには小型化／高集積化という要求が強く，これらを実現

するためにコプレーナ型 MMIC 1)，多層化／3 次元 MMIC 2), 3) が提案，開発された．1990 年

代後半から 2000 年以降においては携帯電話，無線 LAN などの発展により，MMIC の集積化

が進むとともに，5 GHz 以下の周波数を用いる無線システムにおいては，Si 系デバイスの性

能向上に合わせて，Si 系デバイスを用いた MMIC に置き代わっていった．一方，2000 年以

降より高速な無線通信が注目され，ミリ波帯特に，60 GHz 帯を用いた無線システム用 MMIC
の開発も一層活発となっている．ミリ波帯では波長が短くなること，ワイヤボンディングな

どによるチップ間接続の損失が大きいことから，MMIC の高集積化がより重要となっている． 
 図 4･1はディジタルマイクロ波中継回線システム用に開発された受信用MMIC及び無線モ

ジュールであり，これまで HIC，MIC で構成されていた受信システムが MMIC 化によって従

来の数十分の 1 のサイズとなっている．このシステムにおいては一つの MMIC に一つの機能

を実現しており，複数の MMIC を一つのモジュール化して複数モジュールを用いてシステム

を構築している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)                        (b) 

図 4・1 マイクロ波中継回線用 MMIC モジュール 
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4-1-2 多層化／3次元 MMIC 

 MMIC の一層の小型化，低コスト化，高集積化の実現に向けて，半導体基板上に多層の誘

電体膜を形成し，その膜状に伝送線路などを形成して回路を構成する多層化 MMIC／3 次元

MMIC が 1990 年代に提案され，開発が進められた．図 4･2 は 3 次元 MMIC の構成 3) を示し

た図であり，半導体基板上に FET，MIM キャパシタ電極，抵抗が形成され，接地導体は半導

体基板上または多層誘電体膜上に形成される．多層誘電体膜は 10 µ m（2.5 µ m×4 層）であ

る．このような構成をとることにより，線路幅／間隔の極めて小さい伝送線路を形成できる

とともに MMIC を構成する回路，特に受動素子を多層膜上に積層して実現できるため，従来

構成のマイクロストリップ型 MMIC と比較して，1/20 程度まで小型化することができる． 

 

図 4・2 3 次元 MMIC の構造 

 図 4･3 は 3 次元 MMIC 技術を用いて実現された 26 GHz 帯無線通信用 MMIC の開発例であ

る 4)．RF 部を送信 MMIC，受信 MMIC，2 チップで構成している．送信 MMIC は 3 mm×3 mm
のチップサイズ内に 26 の機能回路を集積化している．受信 MMIC は 3 mm×2.3 mm のチップ

サイズ内に 22 の機能回路を集積化しており，MMIC の小型化と高集積化を実現している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 送信用 MMIC（3 mm×3 mm）                (b) 受信用 MMIC（3 mm×2.3 mm） 

図 4・3 26 GHz 帯無線通信用 MMIC（文献 4) より引用） 
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4-1-3 ミリ波帯 MMIC 

 2000 年以降，無線通信に対する高速化の要求，半導体デバイスの進展などが重なり，ミリ

波帯特に 60 GHz 帯を用いた無線通信システムの研究開発が活発になっている．更に，IEEE
などでの標準化，WirelessHD などのコンソーシアムによる技術策定により，実用化開発が進

展しており，市場が立ち上がりつつある． 
 ミリ波帯 MMIC はミリ波信号を可能な限り IC 上で処理し，IC 間接続，IC と他の素子との

接続はできるだけ実装時に扱いやすい低い周波数帯で行うことがチップ間接続による性能劣

化を抑止する意味でも重要であり，MMIC の高集積化開発が進んでいる．デバイスプロセス

としては化合物半導体である GaAs pHEMT が主に用いられている．図 4･4 5) は 0.15 mm GaAs 
pHEMT プロセスを用いた 60 GHz 帯 1 チップ送信 MMIC，1 チップ受信 MMIC の開発例であ

る．送信 MMIC は高出力増幅器，周波数変換器，LO 信号用 8 逓倍器を 5 mm×3.5 mm のチッ

プ上に集積している．受信 MMIC は低雑音増幅器，周波数変換器，LO 信号用 8 逓倍器を 5.7 
mm×5 mm のチップ上に集積している．60 GHz 帯無線システムの RF 部を上記 2 チップで構

成でき，システムの小型化と経済化を実現できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 送信 MMIC（5 mm×3.5 mm）                 (b) 受信 MMIC（5.7 mm×5 mm） 

図 4・4 60 GHz 帯無線通信用 MMIC（文献 5) より引用） 

 
4-1-4 今後の無線通信用 MMICの動向 

 無線通信用 MMIC は Si デバイスの性能向上により携帯電話，無線 LAN などの比較的低い

周波数帯，低出力電力，極めて大きい市場向けには SiCMOS を用いた IC が主力となってい

る．また，これら CMOSIC は RF 部の機能回路のみならず，変復調部，ベースバンド信号処
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理部を一つの IC 内に構成するシステムオンチップ化が進んでいく．一方，ミリ波帯において

も，90 nm CMOS 世代以降の先端デバイスの適用により RF 性能の高性能化が進んでおり，

学会などでの発表件数もここ数年飛躍的に延びている．ミリ波帯 MMIC も低周波数帯と同様

に低出力電力を扱う応用分野においてベースバンド部／RF 部を集積化した 1 チップ送受信

機 CMOSMMIC が発表 6) されており，今後 CMOS 化が加速していく可能性がある．また，

高集積，3 次元実装技術の進展により，MMIC の積層化，異種材料半導体 IC の集積化などに

より一層の小型化が進むものと期待できる． 
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■10群 - 7編 - 4章 

4-2 車載レーダ用 MMIC 
（執筆者：近藤博司）[2008 年 11 月 受領] 

 車載レーダは，近年自動車の安全走行制御と運転利便性を提供するためのキーセンサとし

ての位置付けが確立しつつある．車載レーダ中の主要機能はレーダ送受信機と信号処理回路

であるが，なかでもレーダ送受信機は，汎用民生製品である車載レーダの性能・コスト比を

大きく左右する．この観点から，マイクロ波・ミリ波 MMIC は，その量産性を踏まえて車載

レーダ製品化当初から注目され，依然として解決すべき課題も多いが，今日ではほぼすべて

の量産型車載レーダ製品に採用されつつある． 
 本節では，車載レーダ用 MMIC について，その応用の背景を含めて，MMIC 技術の歴史と

現状を解説する．更に，レーダ技術の今後の動向を見据えながら，MMIC 開発に対する課題

を踏まえてその将来動向を探る． 
 
4-2-1 車載レーダ用周波数の法的割り当て 

 電波を使う車載レーダは，各国の電波法規に則った製品であることが要求される．法規の

主な内容は使用可能な周波数帯域，放射電力，アンテナ最大利得，または EIRP（Equivalent 
Isotropic Radiation Power）と使用目的の優先度であり，レーダの変調方式まで規定している国

はない．自動車産業は今や国際市場を対象とすることが必須であるため，周波数帯域を含む

電波法規の内容は国際的に共通であることが望ましく，概ねその方向にあるが，現在世界的

にほぼ完全に一致しているのは遠距離用レーダの 76.0～77.0 GHz の 1 GHz 帯域のみである．

このため，各国での周波数帯の標準化状況を鑑みた製品開発をする必要があり，MMIC メー

カ，レーダメーカもこれらの周波数帯域を含む国際法規を考慮した開発を要求される．2009
年時点でのレーダ用周波数帯割り当て状況は以下のとおりである． 
 1) 76.0～77.0 GHz：放射電力の規定は異なるが，周波数帯では世界共通． 
 2) 24.125 GHz ISM バンド：ほぼ世界共通に使える狭帯域バンド． 
 3) 24 GHz 帯 UWB バンド：22～29 GHz のすべてまたは一部の使用が可能な UWB バンド．

規定放射電力が－41.3 dBm/MHz と低く，近距離用レーダ専用．USA，EU で使用可能で

あるが，周波数帯の規定は異なる．また，EU では 2013 年までの暫定開放．EU では新

たに 26 GHz 帯の解放を検討中．日本では，2009 年に 24 GHz 帯，26 GHz 帯の期限付き

開放が決まった． 
 4) 79 GHz 帯：EU で 77～81 GHz が開放．上記 24/26 GHz UWB バンドの移行先．日本でも

開放の方向で検討中． 
 
4-2-2 車載レーダ用半導体の技術変遷 

 車載レーダの技術開発の歴史は古く，1950 年代まで遡ることができるが，民生市場に最初

に導入されたのは，USA における 1993 年のバス，トラック向け 24 GHz 帯遠距離レーダであ

る．当時，MMIC 技術の導入はその Cost/Performance の観点から妥当性が低く，送信部は Gunn
ダイオード発振器，受信部はショットキーダイオードと個別部品による構成であった．その

後，76～77 GHz が USA（1995 年），EU（1998 年），日本（1997 年）で遠距離レーダ用に開



10 群－7 編－4 章〈ver.1/2013.9.30〉 

電子情報通信学会「知識ベース」 © 電子情報通信学会 2018 7/(23) 

放されるに至り 1)，高利得アンテナの小型化によるレーダの小型化が可能となり乗用車搭載

用レーダ製品の市場投入が 1999 年に実現した．しかし，最初の 77 GHz 帯車載レーダには，

依然として Gunn ダイオード，ショットキーダイオードの組合せが使われている．MMIC の

開発はこれ以前から進められていたが全 MMIC レーダの製品適用は 2002 年が最初である． 
 図 4･5 に，77 GHz 帯ミリ波遠距離車載レーダ製品の一例を示す．レーダユニット内にはミ

リ波アンテナ／送受信器とともに信号処理回路も内包し，ユニットからは検知された標的情

報が出力される． 

 
正面サイズは，製品により異なるが 10×7 cm2 程度のものが多い． 

図 4・5 77 GHz 帯遠距離車載レーダの一例 

 
4-2-3 ミリ波車載レーダの構成と MMIC技術 

 車載レーダに必要な主要半導体ミリ波機能は，発振器（Osc），送信用電力増幅器（PA），

低雑音増幅器（LNA），受信用ミクサ（Rx-Mix）であるが，アンテナ及びミリ波実装構造も

レーダ全体性能を大きく左右する重要な構成要素である 2)．また，各半導体ミリ波機能に要

求される仕様は，レーダとして検知すべき標的の種類，速度／距離／方向の検知を実現する

ためのレーダ変調方式，送受信構成方式，信号処理方式により異なり，上記機能の他に受信

信号切替え用ミリ波スイッチが要求される場合もある 3)．受信方式としては Cost/Performance
の観点からほぼすべての現状製品は送信用 Osc.を受信用 LO（Local Osc.）としても用いるホ

モダイン方式を採用している． 
また，今日製品採用されているミリ波 MMIC には，要求性能仕様を実現可能な唯一の実用

的技術として GaAs 系化合物半導体が使用されており，2008 年時点での主流は 0.1～0.15µm
ゲート p-HEMT（pseudo-morphic HEMT）デバイスを用いる MMIC である．ただし，GaAs 系
化合物半導体は 1/f 雑音が高いため，レーダ性能に重要な発振器仕様を満足するためには外

部共振器を用いた逓倍発振または直接発振を用いるのが普通であるが，逓倍発振方式では当

然逓倍器が必要付加機能となる． 
図 4･6 は車載レーダ用送受信器構成の一例であり，MMIC により実現可能なミリ波アナロ

グ回路機能を示す． 
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図 4・6 77 GHz 帯遠距離車載レーダ送受信器のブロック図の一例 

 
4-2-4 車載レーダ用 MMIC技術の変遷 

 車載レーダ用 MMIC では，その応用から受信系は 100 dB 近いダイナミックレンジに対応

しなければならないこと，よって高い送受信間アイソレーションが要求されること，MMIC
のチップに比較してサイズが大きい送受信アンテナに給電するためアンテナまでの大きなミ

リ波信号損失を考慮しなければならないことなどが特徴としてあげられる．したがって，車

載レーダ用 MMIC の開発は，必要なレーダ性能を実現しながら，量産性，組立て容易性，低

コスト性などを実現するための最適構成の模索の歴史とみることができる． 
 77 GHz 帯遠距離レーダ用 MMIC の開発は，まずは上述したミリ波各単機能を実現する

チップ開発から始まった 2), 4), 5)．図 4･7 には開発初期に発表された各種 MMIC を示す． 
 
 
 
 
 
 
        PA                           VCO                  Receiver (= LO_buffer + Mixer + LNA) 

(1.5×1.2 mm2)                 (1.8×1.2 mm2)                      (2.6×1.2 mm2) 
                                              (a) 
 
 
 
 

       38 GHz Amp.                  Transmitter (=×2 + PA)              Receiver (= Mixer + LNA) 
(1.5×0.8 mm2)                    (2.05×0.8 mm2)                     (1.7×0.8 mm2) 

                                             (b) 
図 4・7 開発初期の 77 GHz 車載レーダ用 MMIC チップセットの例 

（(a)：文献 5) (1999 年) (b)：文献 4) (1999 年)より引用） 
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 今日までに開発された発振器は低位相雑音化のために外部共振器型マイクロ波帯発振器と

逓倍器の組合せが多いが，直接発振も採用されている．受信用ミクサも LO信号として 77 GHz
を採用する場合と，逓倍型ミクサ方式を用いる場合がある．MMIC 回路レイアウトはマクロ

ストリップ線路主導型とコプレーナ線路主導型がメインであるが，両者の優位性については

依然として議論が分かれるところである．ホモダイン受信方式では，ミクサのベースバンド

雑音が信号 S/N 比に大きく貢献するため，1/f 雑音の高い FET デバイスを用いないミクサ用

ショットキーダイオード MMIC プロセスも開発されている 6)．一方，MMIC の低コスト化は

高集積化と同義である場合が多く，ミリ波複数機能を統合した集積化 MMIC の開発も積極的

に行われた．送受信全機能（ただし，多くの場合は発振器は除く）を 1 チップに集積化した

MMIC も開発され，図 4･8 はその一例である 7)．また，汎用 MMIC チップのハンドリング容

易化などの観点から，ミリ波 MMIC 実装用パッケージ開発と並んでフリップチップ実装用

MMIC も開発された 8)． 
 また，車載レーダ技術の進展とともに，遠距離前方監視用レーダのみならず，各種応用

シーンを想定した近距離周辺監視用レーダに対する要望も出現し，次節で述べるように近距

離用 24 GHz 帯 UWB レーダには既に Si プロセスも採用されている． 

 
図 4・8 77 GHz 車載レーダ用高集積 MMIC の一例（2000 年） 

（文献 7) より引用） 
 
4-2-5 今後の車載レーダ技術と MMIC技術の動向 

 MMIC 技術の動向は，車載レーダ技術の動向と半導体技術の動向に大きく左右される．2000
年代の市場投入当初の車載レーダは，実用的には比較的限られた環境（例えば高速道路）で

の複数の走行車両の検知に限定されていた．また，実用化当初からの民生品に見合う低コス

ト市場要求と実勢価格との乖離などもあり，車載レーダそのものに対する社会的要請も世界

的に高くはなかった．近年特にこの数年，車載レーダは，車メーカによる安全走行制御の必

要性強調と相まってその用途を拡大しつつ必須部品になりつつある．応用想定シーンでも，
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高速道路から一般道への拡大，環境静止物検知の重要性拡大，歩行者検知の拡張，標的検知

の高精度化と高速検知応答性の拡大などが要請されている．また，法制面でも 24 GHz帯 UWB
バンドが USA，EU で開放され，79 GHz 帯の広帯域開放の兆しもあり，市場が要求するレー

ダ性能向上を実現できる環境になりつつある． 
 これらの性能要請に対応するために，車載レーダの構成としては(1)受信（送信）多チャネ

ル高機能化，(2)高速広帯域変調化，(3)レーダ信号処理の高度化などがキーとなる． 
 一方で，車載レーダ用 MMIC 技術は，個々の分野での性能の進歩はあるものの，77 GHz
用としてはその Cost/Performance の観点から使用される半導体技術は現在 0.1～0.15 µ m ゲー

ト GaAs 系 p-HEMT に留まっている．より高い性能を目指す m-HEMT（metamorphic HEMT）
もあるが 9)，ゲート長はその量産性から 0.1～0.15 µ m に留まり，これら GaAs 系デバイスの

周波数性能指数 ft，fmaxと低雑音指数 Fminは，各々80～150 GHz, 160～250 GHz, 2～5 dB@77 GHz
程度である．近年，ディジタル応用に開発されてきたシリコン（Si）系プロセスのデバイス

性能向上が著しく， SiGe HBT （ Heterojunction Bipolar Transistor ）及び CMOS-FET
（Complimentary MOSFET）のいずれでもミリ波帯アナログ動作が可能になってきた．図 4･9
は現在汎用的に生産または開発されている Si 系プロセス用デバイスの ft，fmaxと Fminをプロ

ットしたものであるが，90 nm-nodes，65 nm-nodes では汎用 GaAs 系デバイスに匹敵する性能

を実現しつつあり，このような特性に着目したミリ波回路性能を実証する学会報告がこの数

年急激に増加している 10)． 

 
図 4・9 Si CMOS プロセスのデバイス性能 

 Si プロセス，特に sub-90 nm CMOS デバイスではその構造上，耐圧が 2 V 程度に劣化する

ため，PA などの大信号動作に対する大きな課題はあるものの，プロセスの汎用性，高機能高

集積実現性，ディジタル機能オンチップ化の可能性などは大きな利点である． 
 一方，SiGe HBT プロセスは，近距離検知用 24 GHz 帯 UWB レーダには既に製品レベルで

市場投入されている 11)．また，SiGe HBT プロセスを採用した 77 GHz 帯レーダ用 MMIC が学

会報告され，実用化に向けて開発中である 12), 13)．図 4･10 は 0.18 µ m-Emitter SiGe HBT プロ

セスを採用した 77 GHz 帯レーダ用トランシーバ MMIC の一例を示し，4 チャネル受信器と

送信器を集積化している 13)． 
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図 4・10 0.18 µm SiGe HBT プロセスを採用した 77 GHz トランシーバ（2008 年） 
（文献 13)より引用） 
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■10群 - 7編 - 4章 

4-3 シリコン MMIC/RFIC 
（執筆者：田中 聡）[2018 年 11 月 受領] 

シリコン MMIC/RFIC は低雑音増幅器，ミキサ，直交復調器，チャネルフィルタなどから

なる受信回路，発振器，分周器，チャージポンプ回路，ループフィルタからなるシンセサイ

ザ回路，ミキサ，直交変調器などからなる送信回路及びそれらをあわせたトランシーバ回路

から構成される．初期の MMIC/RFIC はディスクリート部品で構成していた回路をそのまま

集積化しており，チャネルフィルタ，イメージリジェクションフィルタなどは別途 SAW
（Surface Acoustic Wave）フィルタのような Q の高い部品を使用していたが，近年ではこれ

らの外付け部品を必要としない集積化に適した回路が使用されるようになっている．また

CMOS（Complementary Metal Oxide Semiconductor）デバイスの微細化に伴い，豊富な論理回

路を容易にチップに集積できるようになり，キャリブレーション機能も搭載できるようにな

り，アナログ特性ばらつきにロバストな構成が適用されるようになっている．更に検討を進

め，低雑音増幅器，ドライバ増幅器などの一部の高周波回路以外をディジタル領域で構成し

ようという試みも検討が進んでいる． 
 
4-3-1 受信回路 

集積化受信回路としては図 4･11 に示すダイレクトコンバージョン受信回路 1-3) が多く用い

られる． 

 

図 4･11 ダイレクトコンバージョン受信回路 
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ダイレクトコンバージョン受信回路は携帯電話，無線 LAN（Local Area Network）など多く

のアプリケーションに適用される．まず受信帯域外の周波数（fURF2）をもつ妨害波信号を抑

圧する帯域通過フィルタ（BPF）に信号を通した後，低雑音増幅器（LNA）により信号を増

幅する．この信号を受信信号周波数（fDRF）と同一の局部発振周波数（fLO）で動作する，90°
位相差のある局部発振信号で駆動する 1 対のミキサから構成される直交復調器（QDEM: 
Quadrature Demodulator）で I, Q ベースバンド信号に変換する．90°位相差は，電圧制御発振

回路を局部発振周波数の 2 倍の周波数（fVCO）で発振させ，分周回路で分周させることで生

成することが多い．直交復調器出力のベースバンド信号は微弱であり，なおかつ受信帯域内

の妨害波を含むため，増幅段にて増幅すると共に，低域通過フィルタ（LPF）にてチャネル

フィルタを構成し，帯域内の周波数（fURF1）をもつ妨害波を除去する．ベースバンドで大き

な利得が必要になるために増幅段を直結するとミキサ，増幅器の直流オフセットが大きくな

るといった問題が発生する．変調信号帯域が広い場合は直流カットのキャパシタを挿入する

ことで対策し，信号帯域が狭い場合は，別途直流オフセットキャンセル回路を設けて抑圧す

る 3) のが一般的な対処方法である．ダイレクトコンバージョン受信回路ではベースバンドに

直接信号が変換されるため，CMOS プロセスを適用した場合は 1/f 雑音の影響を抑圧するこ

と，直交復調器を構成するミキサの 2 次歪（IM2）に起因した受信帯域内妨害波の影響を軽

減することなどの課題もある．このため CMOS プロセス適用の場合はゲート幅を大きく取る，

p 型 MOSFET で増幅器の増幅段を構成するなどの対策が必要であり，同時にミキサの線形性

を改善する必要がある． 

図 4･12 低 IF 受信回路 
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ダイレクトコンバージョン受信回路と近い構成の低 IF（Intermediate frequency）受信回路を

図 4･12 に示す 4)．ミキサで周波数変換する場合に発生するイメージ信号を 1 対のアナログ

RF ミキサと，ディジタル信号に変換した後の 2 つの直交復調器で構成して，IQ 信号を再生

すると共に，イメージ信号を除去する．イメージ除去の性能は RF ミキサのペアばらつきと

90°位相の異なる局部発振信号の精度に依存する．アナログ部のばらつきについては，これ

をキャンセルする手法 5)も提案されている．IF 信号周波数は，チャネルフィルタを集積回路

上での帯域通過フィルタで構成できるように低く設定する．Bluetooth®, 第 2 世代携帯電話な

ど比較的変調信号帯域が狭く，IF 周波数を低く設定できるアプリケーションに用いられる．

図 4･12 の例ではアナログ，ディジタル両方の回路でイメージ抑圧を図っているが，近傍妨害

波レベルの低い Bluetooth®ではアナログイメージリジェクションミキサを適用する例 6)もあ

る．低 IF 受信回路では，CMOS プロセスを用いて受信回路を集積化した場合に問題となる

1/f 雑音の影響を受けにくい特長がある．またミキサの IM2 の影響も軽減できるメリットが

ある．ただし前述したように，近傍の妨害波が帯域内のイメージ妨害波として重畳されるた

め，帯域の広いアプリケーション，近傍チャネルの信号が強いアプリケーションでは適切な

IF 周波数を設定するのが困難になる． 
信号帯域の増大と共に 1/f 雑音の影響は相対的に下がってきており，広帯域化の進む携帯

電話ではダイレクトコンバージョン受信回路の採用が多い． 

 
図 4・13 サンプリング受信回路 

 
受信回路の更なる進化として，ミキサをサンプリング回路で置き換えると同時に，以降の

フィルタを離散化回路で実現する事例 7) もある．図 4･13 にこのサンプリング受信回路を示

す．ダイレクトコンバージョン受信回路のミキサをサンプリング回路に置き換え，受信信号

と同じ周波数でサンプリングし，更に低い周期で動作するスイッチドキャパシタ回路で LPF
を構成するものである．I,Q それぞれのサンプリングクロックは 90°位相差をもつ．離散化

回路はアナログ回路であるが，通常のアナログ回路よりデジタルプロセスとの親和性が高く，

微細化 CMOS プロセスの活用が期待される． 
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更にサンプリング周波数を，受信信号の 1/n に下げることも検討されており 8)，受信感度

があまり高くない用途から適用が開始されている． 
 
4-3-2 送信回路 

 集積化送信回路の代表的なものとして，図 4･14 に示す，ダイレクトコンバージョン送信

回路 1, 2) が挙げられる．受信回路と逆の動作をするもので DA 変換回路から出力された，I, Q
信号のイメージ信号などの妨害波を低域通過フィルタで除去した後，1 対のミキサで構成さ

れる直交変調器（QMOD: Quadrature Modulator）にて RF 信号に変換する．送信信号に求めら

れる特性として，出力電力レベルのダイナミックレンジがある．出力電力レベルの可変手段

としては，直交変調器の前で，I, Q 信号のレベルを変える方法と，直交変調器の後で，RF 信

号に変換してから変える方法の二つがある．前者は DA 変換回路の出力信号レベルを調整す

る方法と，ミキサの手前にアナログの利得可変手段を設ける方法が代表的である．どちらの

方法も比較的低消費電力で実現できる．後者は直交変調回器の後に利得可変機能を持たせる

方法である．RF 信号のレベルを変化させるため，消費電力が増加しやすい．直交変調器を構

成するミキサのローカル信号のリーク成分があるため，I,Q 信号のレベルを小さくしすぎる

と，このリーク信号が顕在化する．このため直交変調器の前後でバランスよく信号レベルを

変化させることが望ましい． 

図 4・14 ダイレクトコンバージョン送信回路 
 
 変調信号によっては一定振幅の変調信号，たとえば第 2 世代の携帯電話の一つである GSM
（Global System for Mobile Communications）に適用される GMSK（Gaussian Minimum Shift 
Keying）も存在し，このような変調信号に対しては PLL（Phase Locked Loop）を利用して，

発振回路に直接変調をかけるタイプの送信回路が適用されることがある．図 4･15 に，その

代表例であるオフセット PLL 回路 9) を示す．IF 信号を直交変調器で発生させる．RFVCO を

この IF 信号をリファレンス信号としてロックさせることで，一定振幅の IF 信号の変調を

RFVCO にかける．通常の PLL と異なり分周回路の代わりにミキサにて IF 周波数に変換する

ことで，ループ利得を下げることなく帰還をかけることができる．位相比較回路にはリミッ

タとミキサ（乗算回路）をあわせたものを適用している．RFVCO の出力の近傍雑音は PLL
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回路のループフィルタによって強く抑圧されているため，近傍周波数雑音を取り除く帯域通

過フィルタを電力増幅器の出力に挿入する必要がなく RFVCO の出力を直接電力増幅器で増

幅することができる．この回路では図からもわかるように，複数の発振回路が必要になる． 

図 4･15 オフセット PLL 回路 
 

発振回路の個数を低減する方式として図 4･16 に示す，∆Σ送信回路 1, 2) が挙げられる．この

送信回路は，∆Σシンセサイザ回路の周波数設定情報に変調信号のデータを重畳し，分周比を

変化させることで，RFVCO に変調をかけるものである．ここではディジタル 2 値信号を

GMSK フィルタに通し，オフセット PLL と比べると∆Σ変換回路の発生する雑音を抑圧する

ため，ループ帯域を狭くする必要がある．ループ帯域を狭くすると変調信号に影響を与える

ため，変調信号の高域成分を直接 RFVCO に印加する方法 10)，変調信号を∆Σ変換回路に印加

する前に高域エンハンスのための高域通過フィルタを挿入する方法 11)，ループ帯域のばらつ

きを抑圧する方法 12) などが提案されている． 
 

 
図 4・16 ∆Σ送信回路 
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∆Σ送信回路を更に進め，構成要素の大半をディジタル化したものが ADPLL（All Digital 
Phase Locked Loop）送信回路 13) になる．ADPLL を適用した送信回路を図 4･17 に示す．発振

回路には容量値を離散的に切り替える，DCO（Digitally Controlled Oscillator）を適用する．分

周回路はカウンターと，遅延量をディジタル値に変換する TDC（Time to Digital Converter）
の並列で置き換えられ，位相比較器，チャージポンプ，ループフィルタに当たる機能はディ

ジタル回路で構成する．アナログ的な動作をしているのは DCO と TDC のみで他はすべてデ

ィジタル動作をする．ループ帯域は狭いので変調信号はリファレンスに加えるほか，高域信

号で DCO を直接駆動している．   

図 4・17 ADPLL 送信回路 
 
 送信回路は汎用的にはダイレクトコンバージョン送信回路が使われており，変調信号によ

っては PLL を利用した送信回路も適用されている． 
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■10群 - 7編 - 4章 

4-4 ミリ波 CMOS MMIC 
（執筆者：藤島 実）[2009 年 4 月 受領] 

4-4-1 ミリ波のなかで注目される 60 GHz帯 

(1) ミリ波の歴史と 60 GHz帯の大気伝搬特性 

 ミリ波とは，30～300 GHz の周波数帯で，波長が 1～10 mm の電波をさす．その波長は可

視光の波長の約 1 万倍である．無線 LAN に用いられる数 GHz の電波の 1/10 程度の波長であ

るが，直進性が強く身の回りのものでは回折が起こりにくいため，見通し以外では電波が届

きにくい光に近い性質を有する電磁波である．ミリ波の歴史はマクスウェルが電磁気の基礎

方程式を構築した 19 世紀後半に遡る．ミリ波を用いた最初の実験では，1890 年代に Bose が
電極間スパークに実施したものが最も古く，マイクロ波通信はミリ波から始まったともいえ

よう．そのミリ波が，今からおよそ 60 年前の 1946 年に 60 GHz の吸収帯が発見されること

により，ふたたび注目されるようになる．図 4･18 に大気中に含まれる酸素と水蒸気による電

波の減衰定数を示す．大気中では酸素分子の共振により 60 GHz において－15 dB/km という

極めて大きな減衰を示す．これは，ミリ波帯 30～300 GHz のなかで最も大きな減衰である． 

 

高速データ通信を実現できる 60 GHz 帯では酸素の吸収により大気中で大きく減衰する． 

図 4･18 大気中における電波の減衰 

 無線通信において，大気中を伝搬しにくい周波数帯は通信距離が伸びないため，大きな欠

点と考えられる．しかし，この性質を違う角度から眺めてみると，端末どうしが少し離れる

と干渉が起こりにくいことを示している．この性質をうまく利用することにより，60 GHz
を中心に広い帯域幅を割当てることができる．シャノンの定理により通信容量は帯域幅に比

例するので，広い帯域を割り当てられれば高い通信速度を実現できる．これが，60 GHz 帯が

現在，ミリ波帯の中でも非常に注目を集めている周波数帯となっている背景である．一方 60 
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GHz 帯の前後の周波数では，35 GHz 付近，80 GHz 付近に酸素や水による吸収が起きず，大

気での減衰量が小さくなっている周波数帯が存在する．これは一般に「電波の窓」と呼ばれ

ている周波数帯で，ここでは 1 km 当たりおおよそ 0.1～0.3 dB と，60 GHz に比べて大気によ

る減衰がほとんど生じない．この性質を利用することにより，77 GHz 帯は車載用長距離レー

ダ（LRR）に応用されている． 
 
(2) 60 GHz帯の周波数割当て 

 60 GHz 帯の世界各国における割当て状況を図 4･19 に示す．オーストラリアでは 59.4～62.9 
GHz，米国，カナダでは 57～64 GHz，欧州では 57～66 GHz が割当てられている．日本では

平成 12年に特定小電力（10 mW出力）で 59～66 GHzの 7 GHzの帯域が割り当てられている．

この 7 GHz 帯域はマイクロ波帯 UWB（マイクロ波帯を用い，超広帯域（UWB：Ultrawide Band）
を利用する近距離高速な無線通信方式）のために米国で割り当てられた 3.1 GHz～10.6 GHz
帯とほぼ同じ帯域となっている．マイクロ波帯 UWB では，既に 5 GHz 帯を占有している無

線局が存在するためにその周波数を避けて利用することになっており，フルバンドで使用す

ることはできない．また，出力電力も 322 MHz 以下で適用されている微弱電波局と同等の電

波強度に限られている．UWB では，その通信速度として 480 MBps が達成されている．更に

上位規格では 1 Gbps まで可能であるといわれている．60 GHz ミリ波帯では，7 GHz 帯域をフ

ラットに利用できるため，1 Gbps を超える伝送速度を容易に実現できる． 

 
日本では 7 GHz の帯域が出力 10 mW の特定小電力無線として平成 12 年に割り当てられた． 
・USB（3.1～10.6 GHz）とほぼ同じ帯域 
・現用周波数との干渉なし 

図 4･19 60 GHz 帯の各国での周波数割当て状況 

 
4-4-2 60 GHz帯 CMOS回路普及の背景 

 60 GHz 帯はこのように特徴的な伝搬特性とそれを活かした規格が与えられた．しかし，こ

れだけでは今日のような産学あげてのミリ波 CMOS 回路のブームは沸き起こらない．60 GHz
帯のもつ物理的な特徴に加えて，開発コストのかかる CMOS 回路への応用を可能にする社会

的背景がここ数年明確に見えてきたのである．ミリ波応用に向けて CMOS 回路の研究開発が

加速された社会的背景には三つの要素があると考えられる．一つはディジタル家電のハイビ

ジョンへの移行などの新しいアプリケーション開拓，二つ目は周波数資源の拡大ニーズ，す

なわち使用されていない周波数帯の開拓，三つ目がデバイステクノロジの進歩である 1)． 
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(1) ハイビジョンへの移行 

 ハイビジョンの動画像を伝送するための規格が HDMI（High Definition Multimedia Interface）
である．HDMI 1.2 の規格では RGB の三つのピンでそれぞれ 1.65 Gbps（1.65 Gbps×3 色＝4.95 
Gbps）の伝送速度が必要となる．60 GHz 帯を利用すればこの通信速度は無線で容易に達成可

能である．これは，60 GHz 帯では，UWB と異なり既存無線局が存在しないためフルバンド

を利用でき，出力電力も 10 mW という UWB に比較しおよそ 2 桁程度強い電波を用いて通信

することができ，1 Gbps を超える超高速無線通信が実現可能なためである．更に，2011 年に

予定されている地上波放送の完全ディジタル化により，今後ハイビジョンをベースにしたテ

レビ，ビデオなどの家電製品が急速に普及すると考えられる．ハイビジョン信号を時間遅れ

なく伝送するための 1 Gbps 以上の無線通信を実現する最有力候補が 60 GHz 帯通信である．

量産に適した CMOS プロセスを用いることにより，ディジタル回路とともにミリ波フロント

エンド（ディジタル信号をミリ波帯の無線信号に変換する，またはミリ波帯無線信号をディ

ジタル信号に変換するための回路）を 1 チップで構成することができれば，超高速無線通信

を低コストで実現でき，新しいアプリケーションを生み出すことができる．また動画に限ら

ず，60 GHz 帯を利用すれば数ギガ byte の映画などのコンテンツを数秒で伝送可能となり，

超高速通信の新たな付加価値が生み出すこともできる． 
 
(2) 周波数資源の拡大 

 社会が複雑になる中で人々が安心・安全に暮らすには，無線通信を用いるユビキタスセン

サネットワークが今後大きく貢献すると考えられる．人・車・家電などのオブジェクトへセ

ンサを導入して安心・安全な社会生活を実現しようとするものである．センサネットワーク

のアプリケーションでは膨大な量のセンサが用いられ，それぞれが無線通信をするため，端

末数に比例した通信チャネルが必要になってくる．周波数は有限の資源であるために，セン

サネットワークのような新しいアプリケーションを生み出すには新しい周波数資源を開拓し

ていかなければならない．新しい周波数資源の開拓が，ミリ波帯周波数領域を研究開発する

一つの背景となっている． 
 
(3) デバイステクノロジの進歩 

 ディジタル家電製品へミリ波通信を組み込むには，ミリ波回路がロジック用 CMOS プロセ

スで作られる必要がある．CMOS の微細化技術により MOSFET の高周波性能は急激に向上

した．ITRS 2007（International Technology Roadmap for Semiconductors 2007 年版）によれば，

MOSFET の高域遮断周波数（fT）は，2014 年には SiGe HBT をも上回ると予測されている（図

4･20）． 
 半導体デバイスが同じ加工精度で製造されるのであれば，半導体材料のキャリア移動度で

高周波特性が決まる．Si は InP や SiGe のような化合物半導体よりも電子の移動度が低いため

に，同じ加工精度であれば高周波性能が悪くなる．このため，これまでは，Si は化合物半導

体に比べて高周波性能が低かった．しかしながら，ディジタル回路の性能向上のために，化

合物半導体に比べて桁違いに大きい投資が微細化になされ，Si だけが化合物半導体と比べて

微細加工技術が急激に進むことになる．微細化によりデバイスの高周波性能を決めるキャリ

ア走行時間が短縮し，低い移動度のハンディを上回るようになったのだ．今後 10 年以内に，
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CMOSプロセスをベースにしたNMOSFETは他のどのデバイスよりも高速かつ高周波動作と

なると予想されている．その結果，これまで利用されてこなかった 10 GHz 以上の準ミリ波

帯及びミリ波帯の新しい利用が，量産に適した CMOS 技術をベースに生まれようとしている． 

 

図 4･20 デバイス性能の年次推移 

 
4-4-3 ミリ波回路の研究開発動向 

 以上のような物理的及び社会的背景の中で，近年 SiGe，CMOS などの Si 系デバイスを用

いたミリ波帯 IC に関する研究開発は活発になってきている．IBM では，2006 年に SiGe テク

ノロジを用いて 60 GHz 帯トランシーバチップを発表している 2)．図 4･21 にミリ波に関する

論文発表件数の推移を示す．このなかで注目すべきは 2006 年から 2007 年にかけての GaAs と
CMOS に関する論文数である．2006 年までは，デバイス性能の高い GaAs などの化合物半導体

を中心にミリ波への開発応用が進められてきた．しかしながら，2007 年には GaAs を用いた

ミリ波に関する論文数が減り，代わって CMOS を用いた論文数が大きく増えている．2007
年度には 100 件近くもの論文が発表され，ミリ波 CMOS 回路がいかに注目されているかが窺

える．この2, 3年の間にGaAsからCMOSへと研究対象をシフトした研究者も多いであろう． 

 

図 4･21 ミリ波に関する発表件数の推移 
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2008 年に制定された 60 GHz 帯無線の規格である IEEE 802.15.3c（2008 年 9 月現在 IEEE 
802.15.3 Task Group 3c（TG 3c）で規格作成作業が行われている．進捗状況は http://www. 
ieee802.org/15/pub/TG3c.html で見ることができる）は，今後一層の研究開発を促進するであ

ろう． 
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